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第２章

欧米経済動向

　米国は、世界経済危機による景気後退を経た後、7
年以上にわたり景気回復を続けている。以下、2016
年～2017 年足下までの米国経済の動向につき、主要
経済指標をもとに概観する。

（1）GDP
　2016 年の実質 GDP 成長率は前年比 1.6％増と、
2015 年の 2.6％増からはやや鈍化した。需要項目別寄
与度を見ると、GDP の約 7 割を占める個人消費は引
き続き堅調に伸びたものの、設備投資が 7 年ぶりにマ
イナスに寄与したほか、在庫投資の落ち込みが目立っ
た（第Ⅰ-2-1-1-1 図）。
　四半期ごとの推移を見ると、第 1 四半期は年率換算
で前期比 0.8％増と鈍化したものの、第 2 四半期以降

は好調な個人消費を中心に持ち直している。第 3 四半
期は大豆輸出の急増などを背景に前期比年率 3.5％増
となったが、第 4 四半期はその反動による輸出減少な
どにより 2.1％増へ減速した。弱さが指摘されてきた
設備投資は、第 1 四半期は前期比マイナスとなったも
のの、第 2 四半期以降は前期比 0.9％～1.4％増で推移
している。設備投資全体の 5 割弱を占める機器設備投
資の低迷が続いていることが背景にあるが、3 割強を
占める知的財産投資は比較的堅調に拡大している。米
国経済は緩やかな拡大基調にあり、IMF の見通しに
よれば、2017 年の GDP 成長率は前期比年率 2.3％増
まで回復することが見込まれている。

（2）個人消費
　2016 年の個人消費は、堅調な雇用などを背景に底堅
く推移し、実質個人消費支出の伸びは年後半にかけて
緩やかに上昇した（第Ⅰ-2-1-1-2 図）。家計における個
人消費の 6 割以上はサービスに関する消費が占めてお
り、特に住居費・公益費（2016 年：18％）、ヘルスケ
ア（同 17％）への支出が多いが、2016 年の伸び率を見
ると、娯楽用品（前年比 10％増）、家具・住宅設備（同
7％増）、ヘルスケア（同 5％増）の伸びが高かった。
　また、インフレ率として注目される個人消費支出
（PCE）価格指数は、エネルギー価格及び輸入価格の
下落による影響などから 2015 年は低迷したが、2016
年は 1 月に前年比 +1.1％まで上昇した後、年後半に
再び急上昇し、2017 年 2 月には連邦準備制度理事会
（以下、FRB という）のインフレ目標 23 を上回る前
年比 +2.1％まで回復した（第Ⅰ-2-1-1-3 図）。トラン
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1．マクロ経済動向

第Ⅰ-2-1-1-1 図　
米国の実質GDP成長率（前期比年率）

備考：�季節調整値。2017 年の実質 GDP 値は IMF 予測値。
資料：�米国商務省、IMF�「World�Economic�Outlook,�April�2017:�Gaining�Mo-

mentum?」から経済産業省作成。
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23	 FRB は個人消費支出価格指数（PCE デフレータ）前年比＋ 2％を長期のインフレの目標としている。
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プ新政権の経済政策への期待などから、消費者マイン
ドは 2016 年秋以降改善基調にあるが、消費者物価の
上昇による個人消費への影響など、今後の動向に注視
が必要である。

（3）雇用環境
　月間の非農業部門就業者数の伸びは 2016 年 5 月に
前月比 4.3 万人増と大きく落ち込んだものの、その後
勢いを取り戻し、2016 年の平均では 1 か月あたり
18.7 万人増のペースで増加した（第Ⅰ-2-1-1-4 図）。
2015 年の平均（1 か月あたり 22.6 万人増）に比べる
と若干減速しているが、FRB イエレン議長が、失業
率を長期的に安定させることができる雇用増加の水準
を１か月あたり 7.5 万人～12.5 万人としている 24 こと
を踏まえると、2016 年はこれを十分に上回るペース
で就業者数が増加したといえる。
　失業率は、今回の景気回復期に入ってから一貫して
改善を続けており、2016 年平均では 4.9％、2017 年 4
月は 4.4％であった。これは、前回の景気拡大期の後
半に並ぶ低水準であり、足下では FRB による長期見
通し（4.7％）25 を下回っている。一方、フルタイム
で働く意思があるが経済的理由からやむなくパートタ
イム職に就いている人等を加えた広義の失業率（U-6）

は 2016 年平均で 9.6％となっており、前回の景気拡大
期に比べると若干高止まりしているが、これについて
は、産業構造的要因、人口動態的要因などから正常な
水準が世界経済危機前よりも上がっている可能性があ
るとの指摘もある 26。

（4）金融政策
　FRB は世界経済危機を契機にフェデラルファンド
金利（以下、FF 金利という）の誘導目標を事実上の
ゼロ金利（0％～0.25％）まで引き下げていたが、2015
年 12 月、FRB は 7 年間にわたったゼロ金利政策を解
除し、FF 金利誘導目標を 0.25％～0.50％へ引き上げ
た。この時点で公表された連邦公開市場委員会（以下、
FOMC という）参加者による見通しでは、2016 年末
までに 4 回の金利引上げが予想されていた 27 が、金
利の引上げは見送りが続いた。これについては、年前
半の雇用関連指標及び GDP 成長率の落ち込み、エネ
ルギー価格及び輸入価格の下落の影響などによるイン
フレの停滞、英国の EU 離脱にかかる国民投票による
金融市場の混乱のリスクなどが背景との見方がある。
　2016 年は、12 月の FOMC において 1 年ぶりに FF
金利誘導目標を 0.50％～0.75％へ引き上げることが決
定された。労働市場は力強さを増し、経済活動は緩や
かなペースで拡大しているとの認識が示された。また、

第Ⅰ-2-1-1-2 図　
米国の実質個人消費、実質可処分所得及び貯蓄率

備考：�実質個人消費支出、実質可処分所得は前年同月比、貯蓄率は当月分。
資料：�米国商務省、CEIC�Database から経済産業省作成。

-6

8

6

4

2

0

-2

-4

0

12

10

8

6

4

2

（前年同月比、％） （％）

実質個人消費支出（左軸）
貯蓄率（右軸）

実質可処分所得（左軸）

2017（年月）2012 2013 2014 2015 2016

第Ⅰ-2-1-1-3 図　
米国の PCE 価格指数、コア PCE 価格指数

備考：�コア PCE 価格指数は変動の大きい食品とエネルギーを除いて計算し
たもの。

資料：�米国商務省、CEIC データベースから経済産業省作成。
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24	 Janet L. Yellen “The Economic Outlook and the Conduct of monetary Policy”、2017 年 1 月 19 日、FRB Web サイト
25	 連邦公開市場委員会（FOMC）経済見通し（2017 年 3 月）中央値による。
26	 Golden（2016）によれば、非自発的パートタイム労働者が増加している要因として、パートタイム職をより多く活用しているサービス業の

成長という産業構造的要因、自発的にパートタイム職に就く若年齢層の減少という人口動態的要因、フルタイム職に比べてパートタイム職
は雇用コストが低いために雇用主側がパートタイム職をより求めるという制度的要因などが指摘されている。FRB イエレン議長は、広義
の失業率（U-6）に関しても、世界経済危機後に起きた急激な悪化はほぼ解消したと述べている（Janet L. Yellen “The Economic Outlook 
and the Conduct of monetary Policy”、2017 年 1 月 19 日、FRB Web サイト）。

27	 見通しの中央値による。1 回あたり 0.25％の引上げとした場合、年末までに 4 回の利上げが予想されていた。
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インフレ率はいまだ目標の 2％に達していないもの
の、エネルギーや輸入価格の過去の下落による一時的
な影響が消え、労働市場が力強さを増せば、中期的に
2％へ上昇していくと判断された。
　2017 年 3 月に行われた FOMC では、FF 金利誘導
目標が 0.75％～1.0％へと再び引き上げられた。併せ
て発表された経済見通しでは、2017 年の実質 GDP 成
長率は 2.1％、失業率は 4.5％、インフレ率及びコアイ
ンフレ率 28 は 1.9％とされ、経済活動が引き続き緩や
かに拡大する中で労働市場は力強さを増し、インフレ
率は中期的に 2％程度で安定するとの見通しが示され
た。雇用が堅調に伸び、インフレ率が 2％の目標へ向
かって回復する中で、現時点では 2017 年末までに更

に 2 回の利上げが見込まれている（第Ⅰ-2-1-1-5 図、
第Ⅰ-2-1-1-6 表）。
　また、世界経済危機に対応するために実施された大
規模な量的緩和政策 29 によって連邦準備制度は多額

第Ⅰ-2-1-1-4 図　米国の非農業部門就業者数と失業率

備考：�季節調整値。
資料：�米国労働省、CEIC�Database から経済産業省作成。
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0

6

5

4

3

2

1

（％）

景気後退期

20172011 2012 2013 2014 2015 20162010200920082007

2008 年 12 月～2015 年 12 月
0.00～0.25％

2015 年 12 月利上げ
（0.25―0.50% へ）

2016 年 12 月利上げ
（0.50―0.75% へ）

2017 年３月利上げ
（0.75―1.00% へ）

第Ⅰ-2-1-1-6 表　
FOMC参加者による米国経済見通し（2017 年 3月時点）

（単位：％）

2017 2018 2019 長期
GDP 成長率 2.1 2.1 1.9 1.8

失業率 4.5 4.5 4.5 4.7

インフレ率 1.9 2.0 2.0 2.0

コアインフレ率 1.9 2.0 2.0 -
備考：見通しの中央値。
資料：FRB 資料から経済産業省作成。

�
28	 食品、エネルギーを除いた個人消費支出（PCE）価格指数。
29	 FRB が国債や証券などを買い入れ、市場に潤沢に資金を供給し、景気回復を誘導する政策。世界経済危機後の 2008 年 12 月～2010 年 3 月

（第 1 弾：QE1）、2010 年 11 月～2011 年 6 月（第 2 弾：QE2）、2012 年 9 月～2014 年 10 月（第 3 弾：QE3）の合計 3 回にわたって行わ
れた。

28 2017 White Paper on International Economy and Trade
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の国債や住宅ローン担保証券（MBS）等を保有して
おり（第Ⅰ-2-1-1-7 図）、現在は償還期限を迎えた債
権については再投資を行うことでバランスシートの規
模を一定に保っているが、経済が回復を続ける中で、
バランスシート縮小に向けた再投資政策の変更に関す
る議論が始められている。2017 年 3 月に行われた
FOMC においては、大半の参加者が再投資政策の変
更は年後半に適切になる可能性が高いと判断した。バ
ランスシート政策の変更の具体的な内容や時期につい
ては、経済状況等を踏まえ、今後議論が本格化してい
くと考えられる。

（5）国際収支
　米国の経常収支は貿易収支の赤字により長年赤字で
推移しており、世界経済危機直前には GDP 比 6％弱ま

で赤字幅が拡大した。世界経済危機後は赤字が大幅に
縮小し、09 年以降はおおむね横ばいで推移している。
2016 年の経常収支は 4,812 億ドルの赤字となり、前年
から赤字幅が 3.9％拡大した。名目 GDP 比では 2.6％
の赤字と前年から横ばいだった（第Ⅰ-2-1-1-8 図）。

① 貿易・サービス収支
　貿易収支、サービス収支を主要分野別に見てみると、
貿易収支はほぼ全ての分野で赤字が続いている。ただ
し、シェールオイルの開発により原油生産量が増加し
たことなどを背景に、石油が含まれる「工業資材・原
材料」の赤字額は近年減少している。2016 年は輸出
が 1 兆 4,597 億ドル、輸入が 2 兆 2,096 億ドル、貿易
赤字は 7,499 億ドルとなった。前年より輸出が 506 億
ドル、輸入が 633 億ドルそれぞれ減少したことにより、
前年に比べ赤字額が 1.7％減少した（第Ⅰ-2-1-1-9 図）。

第Ⅰ-2-1-1-7 図　FRB の資産構成

資料：�クリーブランド連邦準備銀行から経済産業省作成。

0.0

5.0
4.5
4.0
3.5
3.0
2.5
2.0
1.5
1.0
0.5

（兆ドル）

2011 2012 2013 2014 2015 2016 20172010200920082007

長期国債 政府機関債・不動産担保証券
伝統的な証券保有
金融機関への融資

信用市場への流動性供給

QE2QE2 QE3QE3QE1QE1

第Ⅰ-2-1-1-8 図　米国の経常収支

資料：�米国商務省から経済産業省作成。 資料：�米国商務省、CEIC データベースから経済産業省作成。
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第Ⅰ-2-1-1-9 図　米国の貿易収支

資料：�米国商務省から経済産業省作成。
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　サービス収支は「保険」、「輸送」、「通信・コンピュー
タ・情報」分野を除いて黒字で推移している。「知的
財産権等使用料」、「金融」、「旅行」等の伸びにより、
収支全体の黒字も拡大基調となっており、2006 年か
ら 2016 年の 10 年間でサービス収支の黒字は 3 倍以上
拡大した。2016 年は輸出が 7,524 億ドル、輸入が 5,030
億ドル、黒字額は 2,494 億ドルとなった。前年に比べ
輸出が 16 億ドル増加した一方で、輸入も 144 億ドル
増加したため、黒字額は 4.9％減少した（第Ⅰ-2-1-1-
10 図）。

② 第一次所得収支
　第一次所得収支は、直接投資収益の収支黒字額の増
加及び証券投資収益の収支赤字額の減少を受け、2000
年代前半に比べて黒字額が拡大している。特に直接投
資収益の収支黒字額の増加が黒字幅の拡大に大きく寄
与しており、対外直接投資の活発化、海外子会社の高
い収益力等が背景にあると考えられる。2016 年の第
一次所得収支は前年からほぼ横ばいの 1,806 億ドル
（前年比 1％減）となった（第Ⅰ-2-1-1-11 図）。対外
直接投資残高は 2000 年から 2015 年の間に約 4 倍に増
加しており、特に欧州地域への投資の増加が全体を牽
引している。アフリカ地域への投資は、金額は小さい
ものの増加率は最も高かった。（第Ⅰ-2-1-1-12 図）。

③ 金融収支
　米国の金融収支は長年負債超過で推移しており、海
外から米国証券市場への資金流入が多い。2016 年に
ついては 4,284 億ドルの負債超過となり、前年から大
幅に負債超過額が増加した（第Ⅰ-2-1-1-13 図）。証

券投資のうち債権については 2009 年を除き負債超過
で推移しており、中でも米国債が含まれる長期債が証
券投資における資金流入額の大部分を占めている。国
債利回りは 2016 年半ばを底に、秋以降上昇傾向にあ
り、比較的高い利回りを維持する米国債への投資は今

第Ⅰ-2-1-1-10 図　米国のサービス収支

資料：�米国商務省から経済産業省作成。
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後も持続的に行われていくと予想される。

（6）地域経済
　米国経済は全体的には緩やかな拡大基調にあるもの
の、地域及び州によって多少のばらつきがある。
　2016 年の州別実質 GDP 成長率 30 を見ると、マイナ
スとなったのは 50 州のうち 5 州（アラスカ州、ニュー
メキシコ州、ノースダコタ州、オクラホマ州、ワイオ
ミング州）であった。4 つの地域別（北東部、中西部、
南部、西部）に見ると、北東部は全体的に堅調に成長
し、中西部では多くの州が相対的に高い伸びを示した
が、西部は成長率が高い州とマイナスにとどまる州が
混在する結果となった（第Ⅰ-2-1-1-14 表）。
　次に州別の個人所得 31 を見てみると、北東部は従
来所得の高い地域だが、2016 年においても 1 人あた
り所得の上位 1 位～5 位の州は北東部に位置してい
る。他方、前年からの州別個人所得の増加率について
は、西部及び南部大西洋側の州が上位となった。最も
増加率が高かったのは西部に位置するネバダ州で、前

年比 5.9％の伸びを示したほか、2 位のユタ州では
5.6％、3 位のフロリダ州では 4.9％の増加が見られた。
2016 年は大半の州で所得が増加したが、50 州のうち
3 州（アラスカ州、ノースダコタ州、ワイオミング州）
では所得が減少した（第Ⅰ-2-1-1-15 図）。
　失業率については米国全体でおおむね改善傾向にあ
り、2016 年は 41 州で低下又は横ばいとなったが、9
州では上昇が見られた。地域別では中西部地域が最も
失業率が低く（4.7％）、西部地域が最も高かった（5.1％）
が、前年からの低下幅は反対に西部地域が最も大きく
（0.6％ポイント減）、中西部地域が最も小さかった
（0.1％ポイント減）。
　州別では、北東部のニューハンプシャー州及び中西
部のサウスダコタ州が 2.8％と最も低く、西部のニュー
メキシコ州が 6.7％と最も高かった。前年比では、北
東部マサチューセッツ州及び南部サウスカロライナ州
で 1.2％ポイント減と大きく低下した一方で、西部ワ
イオミング州では 1.1％ポイント上昇した（第Ⅰ-2-1-
1-16 図）。

第Ⅰ-2-1-1-14 表　米国の州別実質GDP成長率（2015～2016 年）

州名 2015 2016 州名 2015 2016

北
東
部

コネチカット 0.7 2.6

中
西
部

イリノイ 1.8 1.9
メーン 1.1 2.7 インディアナ 1.4 2.6
マサチューセッツ 3.8 2.7 ミシガン 1.6 3.2
ニューハンプシャー 1.4 2.6 オハイオ 1.8 2.8
ロードアイランド 1.4 1.9 ウィスコンシン 1.1 2.7
バーモント 0.4 2.5 アイオワ 1.3 3
ニュージャージー 2 2.8 カンザス 0.8 3.1
ニューヨーク 0.9 1.8 ミネソタ 1.9 2
ペンシルバニア 2.8 1.9 ミズーリ 1.7 3

南
部

デラウェア 2.7 2.9 ネブラスカ 0.9 4.1
ワシントン DC 2.2 2.5 ノースダコタ -2.6 -0.6
フロリダ 4 2.9 サウスダコタ 2.6 3
ジョージア 2.6 1.9

西
部

アリゾナ 1.4 2.7
メリーランド 2 2 コロラド 3.2 3.1
ノースカロライナ 2 3 アイダホ 2.7 3.7
サウスカロライナ 2.5 2.5 モンタナ 2 1.4
バージニア 2 1.4 ネバダ 1.6 3.7
ウェストバージニア 1.4 0 ニューメキシコ 1.7 -0.1
アラバマ 0.9 2.2 ユタ 3.4 4.5
ケンタッキー 1.4 1.7 ワイオミング -0.1 -2.5
ミシシッピ 0.5 2.2 アラスカ -0.6 -1
テネシー 2.7 2.5 カリフォルニア 3.8 2.8
アーカンソー 0.5 1.9 ハワイ 2.3 1.1
ルイジアナ 1 0.8 オレゴン 4.9 3.2
オクラホマ 2.2 -1 ワシントン 3 2.9
テキサス 4.8 1.7

備考：2016 年成長率は、2016 年第 1 四半期～第 3 四半期成長率を年率換算したもの。
資料：米国商務省から経済産業省作成。

�
30	 2016 年第 1 四半期～第 3 四半期の成長率を年率換算したもの。
31	 純収入、財産所得及び社会保障・年金等の受取の合計。2016 年の値は速報値。
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　2016 年、米国内で実質 GDP 成長率が最も低く、1
人あたり所得及び失業率が最も減少・悪化したワイオ
ミング州には石炭をはじめとする天然資源が豊富に存
在しており、産業別 GDP（2015 年、民間部門）の
30％を鉱業が占めている。同州における同産業の成長
率は近年の資源価格の変動等の影響により 2015 年第
1 四半期以降マイナスで推移していることから、所得

及び雇用に影響が見られた可能性が考えられる。また、
アラスカ州及びノースダコタ州でも GDP 成長率がマ
イナスとなり、所得の低下及び失業率の悪化が見られ
たが、これらの州も鉱業が主要産業となっているため、
資源価格動向が州経済へ影響を及ぼした要因の一つと
して示唆される 32。

第Ⅰ-2-1-1-15 図　米国の州別個人所得

資料：�米国商務省から経済産業省引用。
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資料：�米国商務省から経済産業省引用。
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2.6～3.1％増
1.7％減～2.6％増

�
32	 2015 年の産業別実質 GDP においては、アラスカ州では 31％、ノースダコタ州では 17％を鉱業が占めており、それぞれ民間部門で最大と

なっている。
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　2016 年 11 月に行われた大統領選挙は、共和党ドナ
ルド・トランプ氏が民主党ヒラリー・クリントン氏を
破り、第 45 代米国大統領に選出された。事前の支持
率予想ではクリントン氏の勝利を予想する声も大き
かったが、接戦州の多くを制したトランプ氏が大統領
への就任を決めた。また、同日行われた連邦議会選挙
においては、上下両院において共和党が過半数を占め
る議席を獲得した。
　トランプ氏は「米国を再び偉大に」とのスローガン

を掲げ、不法移民への対応厳格化、税制改革、通商政
策の見直し、医療保険制度改革等の公約を掲げて大統
領選を戦った。通商政策の見直しには環太平洋パート
ナーシップ（以下、TPP という）協定からの離脱や
北米自由貿易協定（以下、NAFTA という）の見直
しも含まれており、大統領就任直後にこれらを実行に
移すための指示が通商代表部に出されるなどの動きが
見られた 33。
　大統領選挙後に行われた出口調査 34 では、全体の

2．大統領選挙概要及び背景

第Ⅰ-2-1-1-16 図　米国の州別失業率

資料：�米国労働省から経済産業省引用。
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�
33	 2017 年 1 月 23 日、TPP 協定からの離脱と二国間交渉の追求を USTR に指示する大統領覚書に署名した。
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半数以上（52％）の人々が米国の最重要課題として「経
済」を挙げ、その数は 2 位の「テロリズム」（18％）、
3 位の「移民」（13％）、同 3 位の「外交」（13％）と
回答した人々を大きく上回った。トランプ氏の支持者
に限って見ても最多回答は「経済」となっていること
からも、支持者を問わず、米国民全体で経済が最重要
課題であると捉えられていたことが分かる（第Ⅰ-2-
1-2-1 図）。
　一方、国際的な貿易の影響については「米国から雇
用を奪う」と考える人が最も多く（42％）、「米国の雇
用を生み出す」と回答した人はそれを下回った（39％）。
本質問については支持者による差が現れており、クリ
ントン氏支持者の多くがグローバル貿易を肯定的に捉
えていたのに対し、トランプ氏支持者の多くがグロー
バル貿易についてネガティブなイメージを持っていた
ことが分かる。なお、貿易が「雇用に影響しない」と
回答した投票者は全体の 1 割程度だった（第Ⅰ-2-1-
2-2 図）35。

（1）所得格差の拡大
　米国の 2015 年の実質家計所得（中央値）は前年比
5.2％増となり、前回の景気後退以降の最高値を記録
したが、過去最高の 1999 年及び景気後退直前の 2007
年の所得には届いていない（第Ⅰ-2-1-3-1 図）。
　実質家計所得の伸び方を 5 つの階層別に見てみる
と、今回の景気回復局面（2010 年～2015 年）は、
2014～2015 年の急激な所得水準の上昇を受け、前回
の景気回復局面（2002～2007 年）に比べて全体的に
増加率が高い。しかし、階層により増加率は大きく異

なっており、最も所得が低い下位 20％の階層（第 1
分位）の所得は 4.2％、中間に当たる階層（第 3 分位）
は 6.3％、最も所得が高い上位 20％の階層（第 5 分位）
は 9.9％の増加となり、高所得層ほど所得の伸び率が
高いことが分かる（第Ⅰ-2-1-3-2 図）。
　また、中間所得層 36 の割合が減少しているとの指
摘もある。ピュー・リサーチ・センターの調査によれ
ば、2015 年、中間所得層に当たる成人の数は 1 億
2080 万人となった一方で、低所得層と高所得層を合
わせた人数は 1 億 2130 万人となった 37。これにより、

3．米国における格差の拡大と産業構造の変化

第Ⅰ-2-1-2-1 図　出口調査結果（米国の最重要課題）

資料：�National�Election�Pool 出口調査（対象：24,558 人）から経済産業省
作成。
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資料：�National�Election�Pool 出口調査（対象：24,558 人）から経済産業省
作成。
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34	 National Election Pool（ABC ニュース、AP 通信、CBS ニュース、CNN、Fox ニュース、NBC ニュースから成る）による。対象は 24558 名。

（CNN “Exit polls 2016”、2016 年 11 月 23 日、CNN web サイト）
35	 Gallup が 1,035 名の成人を対象に 2017 年 2 月に行った調査では、72％が貿易は経済成長のための好機会だと回答し、23％が貿易は経済へ

の脅威だと回答。また、経済的好機だと回答した人は民主党員の 80％、共和党員の 66％だった。（Gallup “In US, record-high 72% see 
foreign trade as opportunity”、2017 年 2 月 16 日、Gallup Web サイト）

36	 ピュー・リサーチ・センターは、世帯規模別の年間世帯所得の中央値の 3 分の 2 から 2 倍の所得がある家庭を中間所得層と定義している。
2014 年は、3 人家族の場合で約 4 万 2000～約 12 万 6000 ドル、4 人家族の場合で約 4 万 8000 ドル～14 万 5000 ドルが中間所得層とされる。

37	 Pew Research Center （2015）

34 2017 White Paper on International Economy and Trade

第２章 欧米経済動向



1971 年には成人の 61％を占めていた中間所得層は、
2015 年には約 50％まで減少したとされている。過去
40 年間以上、中間所得層の比率は徐々に縮小を続け
ているが、低所得層は 25％から 29％へ、高所得層は
14％から 21％へ拡大した（第Ⅰ-2-1-3-3 図）。
　これらの結果、近年指摘されている低所得層と高所
得層の二極化が一層進んでおり、国全体としては所得
が伸びているものの、景気回復の実感に乏しい人々が
一部に残されていることが考えられる。

（2）所得格差の背景
　この所得格差の背景について、2016 年版通商白書
では、米国では職業間に大きな賃金格差があり、近年、
賃金水準が中程度の職業従事者が減少している一方

で、賃金水準が相対的に低い職業及び相対的に高い職
業の従事者の数が増加しているという雇用構造の変化
を指摘している 38。職種別就業者数と賃金水準の最新
のデータを見ても、生産工程従事者の賃金を事務従事
者の賃金が上回ったことを除けば構造的な変化は見ら
れず、最も賃金水準の高い専門的職業従事者と最も低
いサービス職業従事者の数が更に増加しており、雇用
構造は一層二極化したことが分かる（第Ⅰ-2-1-3-4
図）。
　これに加え、主要業種別の就業者数の増減及び賃金
水準を見てみると、米国では業種間でも大きな賃金の
差が見られ、賃金水準が最も高い公益（1620 ドル／週）
と最も低い娯楽・ホスピタリティ（388 ドル／週）の
間には 4 倍以上の差が存在している。また、就業者数
の伸びは低賃金業種に集中しており、専門・業務サー
ビス業において就業者数が増加していることを除け
ば、高賃金かつ就業者数が増加している業種はない。
公益、鉱業、情報といった最も高賃金の業種において
は、過去 20 年以上就業者数の増加がほとんど見られ
ない（第Ⅰ-2-1-3-5 図）。
　なお、例外的に賃金水準が高く、就業者数も増加し
ている専門・業務サービスは、①専門・科学・技術サー
ビス、②企業マネジメント、③管理・支援・廃棄物処
理サービスの 3 つに分かれており、大半は企業向け
サービスである 39。そのうち、賃金水準を引き上げて
いるのは専門・科学・技術サービス及び企業マネジメ
ントであり、管理・支援・廃棄物処理サービスの平均

第Ⅰ-2-1-3-2 図　
米国の所得階層別の実質家計所得の伸び

備考：�各分位の平均値の変化。
資料：�米国商務省から経済産業省作成。
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資料：�米国商務省から経済産業省作成。
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38	 経済産業省（2016）
39	 就業者の割合は、専門・業務サービス就業者全体に対して専門・科学・技術サービスが 44％、企業マネジメントが 11％、管理・支援・廃

棄物処理サービスが 45％を占める（2016 年）。
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賃金とは 2 倍程度の違いがある 40。
　次に、賃金の伸び率を見てみると、2006 年から
2016 年の 10 年間において、賃金水準が高い公益、鉱
業、情報、金融・不動産といった業種の賃金はそれぞ
れ 35％前後増加しているのに対し、飲食業及び宿泊
業を含む娯楽・ホスピタリティは 26％、小売は 16％
と伸び率が低い。賃金水準が高い業種は賃金上昇も速
い一方で、賃金水準の低い業種は伸び方も緩やかであ
るといえる（第Ⅰ-2-1-3-6 図）。
　一方で、就業者数の規模については、賃金水準及び
その伸びが比較的低い業種（娯楽・ホスピタリティ、
小売、教育・健康サービスなど）で規模が大きく、賃
金水準、伸びともに高い業種（公益、鉱業、情報など）
は就業者数の規模が非常に小さいことも分かる。賃金
水準が中位程度と考えられてきた製造業は、現在でも
ある程度の規模を保ってはいるものの、教育・健康サー
ビス、専門・業務サービス等に比べるとその規模は小
さく、米国の中間層を支える業種が変化してきている
ことがうかがわれる。以上から、高賃金業種ほど賃金
水準の伸び率は高いが、雇用の増加幅は小さく、反対
に低賃金業種は相対的に賃金水準の伸びが小さいが、
雇用の吸収力は高いという所得及び雇用の二極化の動
きが分かる。

（3）雇用構造の変化
　経済発展に伴って経済活動の重点が農林水産業（第
一次産業）から製造業（第二次産業）、非製造業（サー
ビス業、第三次産業）へと移る現象は「ペティ＝クラー
クの法則」として知られている。米国においても、名
目 GDP 及び雇用における財生産部門及び製造業の
シェアは長年にわたり低下し続ける一方で、サービス
部門のシェアは増加し続けるという産業構造の変化が
見られ、現在では非農業部門就業者の約 70％が民間
のサービス業に従事している（第Ⅰ-2-1-3-7 図）。こ

第Ⅰ-2-1-3-5 図　
米国の業種別就業者数の変化と賃金水準

備考：�季節調整値。賃金は 2016 年の平均賃金。
資料：�米国労働省、CEIC データベースから経済産業省作成。
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40	 平均賃金（時間あたり、2017 年 3 月）は、管理・支援・廃棄物処理サービスが約 20 ドル、企業マネジメントが約 39 ドル、専門・科学・

技術サービスが 40 ドルである。
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れは過去の通商白書でも見てきたとおり、経済発展に
伴い産業のサービス化が進展しているためと考えられ
る 41。
　1990 年以降の米国の業種別就業者数の推移を見る
と、教育・健康サービス、専門・業務サービス及び娯
楽・ホスピタリティの 3 業種の就業者数の伸びが他業
種に比べて圧倒的に大きい。特に教育・健康サービス
については景気後退期にも大きな減少が見られず、増
加トレンドを保ち続けている。他方、製造及び公益に
ついては長期的に緩やかな減少傾向にあり、足下では
1990 年の 7～8 割まで就業者数が減少している。また、
資源・鉱業についてはシェールオイル・ガスの生産の
本格化によって 2000 年代後半以降は増加が見られる
ものの、足下では 1990 年の水準よりも減少している
（第Ⅰ-2-1-3-8 図）。
　また、2008 年以降に限って雇用の増減を見てみる
と、世界経済危機後の景気後退局面では教育・健康サー
ビスを除く全ての業種において就業者数が減少してい
るが、その後の景気回復局面においてもその減少分を
取り戻せていないのは建設業と製造業のみである。反
対に雇用が大幅に伸びたのは、教育・健康サービス、
専門・業務サービス、娯楽・ホスピタリティの 3 業種
である。これらの産業の多くの職種は、業務を遂行す
る上で抽象的な要素が多く必要とされること、及び労
働の提供とその消費が同時に同じ場所で行われる必要
があることから、機械化やアウトソーシングが困難と

される「非定型業務」に分類される職業である 42（第
Ⅰ-2-1-3-9 図）。
　この結果、教育・健康サービス、専門・業務サービ
ス、娯楽・ホスピタリティは全就業者数に占める割合
が上昇しており、2016 年の業種別雇用構成では、そ
れぞれ 16％、14％、11％の割合を占めるに至ってい
る。製造業は 1990 年 1 月には就業者数全体の 16％と
民間部門で最大の雇用を生み出していたが、その後の
景気後退期に減少した雇用が景気拡大期においても回
復せず、減少を続けた結果、足下では全体の 8％まで
就業者数が減少している。なお、高賃金業種である公
益、鉱業、情報が生み出す雇用は三業種合計で全体の

第Ⅰ-2-1-3-7 図　米国の製造業・サービス業のシェア

資料：�米国商務省から経済産業省作成。
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第Ⅰ-2-1-3-8 図　
米国の業種別就業者数の推移（1990 年以降）

備考：�季節調整値。
資料：�米国労働省、CEIC データベースから経済産業省作成。
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41	 経済産業省（2016）
42	 非定型業務とは、問題解決、説得、直感、想像力などが必要とされる高度な業務である「非定型・認知業務」と、状況適応性や視聴覚・

言語能力、手先の器用さなどが要求される「非定型・手仕事業務」の二つで構成される。前者は医師・弁護士などといった専門的・技術
的職業や、企業経営者などの管理的職業あるいは作家・芸術家と言った創造的職業などが該当し、後者には警備員、調理師やトラック運
転手など主にサービス業や運輸業に従事する者が該当する（経済産業省（2016））。
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3％弱と非常に少ない（第Ⅰ-2-1-3-10 図）。

（4）製造業の動き
　製造業は業種別の所得水準が中位に位置し、就業者
数が一定の規模を有することから中間所得層を支えて
きた側面が強いと考えられる。中間所得層の変化を見
るため、主要指標を概観する。
　まず、製造業における就業者数の推移を見てみると、
1990 年から 2016 年の間に 550 万人ほど就業者数は減
少し、非農業部門就業者数全体に占める割合は、前述
のとおり、16％から 8％へとほぼ半減している。しか
し、就業者数は 2010 年を境に下げ止まりが見られ、
今回の景気回復期においては、わずかではあるが雇用
は回復傾向にある（第Ⅰ-2-1-3-11 図）。雇用変化の

内訳を見てみると、自動車を含む輸送機器での増加割
合が大きく、自動車・関連部品では同期間に 26 万人
ほど就業者が増加している（第Ⅰ-2-1-3-12 表）。こ
の結果、同分野での足下の就業者数は、2000 年代前
半の水準には及ばないものの、世界経済危機による急
激な減少分はほぼ回復を果たしている。
　次に、雇用形態（フルタイム就労者・パートタイム
就労者）別の割合を見ると、2016 年、サービス産業
のフルタイム就労者割合は金融業を除いて 9 割を下
回っているが、製造業のフルタイム就労者割合は鉱業・
資源（96％）に次ぐ高い水準（94％）となっており、
製造業の平均賃金が比較的高い要因の一つとなってい
ると考えられる（第Ⅰ-2-1-3-13 図）。
　製造業が生み出す付加価値額については、景気後退
期に一時的に落ち込むことはあるものの、過去 20 年
間ほど増加を続けており、2016 年時点で GDP 全体の
12％を占める 1 兆 9092 億ドルとなっている。これは
民間部門では不動産・リース、専門・業務サービスの
13％に次ぐ規模で、金融・保険業（6％）よりも大きい。
ただし、実質 GDP 全体に占める割合はわずかだが低
下傾向にあり、1997 年から 2016 年の間に 1％減少し
ている（第Ⅰ-2-1-3-14 図）。製造業の雇用は減少し
つつも付加価値額は増加を続けていることから、米国
の製造業が生産性を高め続けていることが分かるが、
そのシェアは低下傾向にあり、製造業を除く米国経済
の成長ペースはより速いものであるといえる。
　続いて、製造業に関する地域の動向を見ていく 43。
伝統的に製造業が集積している五大湖地域では、従来
製造業の就業者が多かったが、2000 年代の景気後退
期にはその大幅な減少が見られ、その後の景気回復局
面においてもその減少分を回復できていない（第Ⅰ- 
2-1-3-15 図）。この結果、2000 年には製造業就業者が

第Ⅰ-2-1-3-11 図　米国の製造業就業者数と割合

備考：�季節調整値。
資料：�米国労働省から経済産業省作成。
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備考：�季節調整値。
資料：�米国労働省、CEIC データベースから経済産業省作成。
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備考：�季節調整値。
資料：�米国労働省、CEIC�Database から経済産業省作成。
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非農業部門就業者数の 16％を占めていたが、2015 年
には教育・健康サービス、専門・業務サービスがそれ
ぞれ 14％で首位となり、製造業は 11％まで減少して
いる 44。
　また、同地域の 2000 年以降の製造業による付加価
値額の推移を見ると、景気後退期に落ち込みは見られ
るものの、緩やかな増加傾向にあるが、実質 GDP 全

体に占める割合は低下が見られる（第Ⅰ-2-1-3-16
図）。このように、実質 GDP に占める製造業付加価
値額の割合が 8 地域のうち最も高い五大湖地域にあっ
ても、雇用及び付加価値額については全国と同様の動
きが見られる。

（5）産業別雇用見通し
　次に、米国における雇用の見通しを見ていきたい。
　まず、2017 年 1 月の業種別求人数を見てみると、
教育・健康サービス、専門・業務サービスといった業
種は現在でも雇用の規模が大きいが、未充足の求人数
も多い産業であることが分かる。また、求職者に対す

第Ⅰ-2-1-3-12 表　米国の製造業における雇用変化（2010 年～2016 年）

就業者数変化
（単位：千人）

2016 年
（2010=100）

就業者数変化
（単位：千人）

2016 年
（2010=100）

製造業 820 107 非耐久財 165 104

耐久財 655 109 食品 104 107

木材 50 115 繊維 -5 96

非金属鉱物 36 110 繊維製品 -4 97

一次金属 16 104 衣料 -25 84

金属製品 143 111 紙製品 -24 94

一般機械 84 108 印刷等 -41 92

コンピュータ・電子機器 -47 96 石油製品 -2 98

電気機械 24 107 化学 25 103

輸送機器 292 122 樹脂・ゴム 74 112

自動車・部品 262 139

家具等 32 109

その他耐久財 24 104

備考：2010 年平均を 100 とした場合の 2016 年平均の指数。赤色着色部は雇用が増加した業種。
資料：米国労働省から経済産業省作成。

第Ⅰ-2-1-3-14 図　米国の製造業の実質GDPと割合

資料：�米国商務省から経済産業省作成。
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資料：�米国商務省から経済産業省作成。
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43	 ここでは、商務省経済分析局による地域分類（50 州とワシントン DC をニューイングランド地域、中東地域、五大湖地域、平原地域、南

東地域、南西地域、ロッキー山脈地域、最西地域の 8 つの地域に分類）を用いている。五大湖地域にはイリノイ州、インディアナ州、ミ
シガン州、オハイオ州、ウィスコンシン州が含まれる。

44	 製造業就業者の割合（2015 年：11％）は 8 地域のうち五大湖地域が最も高いが、2000 年～2015 年の減少幅（4.8％ポイント減）も五大湖
地域が最大となっている。
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る求人数の割合の代用として業種別失業者数に対する
割合を見てみると 45、上記 2 業種に加えて金融業も高
い水準となっている。一般に異業種への転職は同業種
内での転職に比べて困難であるが、金融業は比較的高
い教育水準及びスキルが求められるため、異業種から
の転職者が限定され、失業者に対する求人の割合が高
くなっていることが一因として考えられる（第Ⅰ-2-
1-3-17 図）。
　続いて、米国労働省から出されている 2024 年まで
の雇用見通し 46 を見ていく。本見通しによれば、
2014 年から 2024 年までの 10 年間では、「教育・健康
サービス」の内訳である「ヘルスケア・社会扶助」で
業種別で最多の約 380 万人の雇用増が見込まれてお
り、2024 年には「州・地方政府」及び「専門・業務サー

ビス」を抜いて就業者全体の 13.6％を占めると予測さ
れている。ヘルスケア産業は、健康の維持増進に不可
欠なことから景気に左右されにくい分野であり、徐々
に人口の高齢化が進む米国において今後も拡大してい
くことが予想される。次に増加幅が大きいのが「専門・
業務サービス」で同期間に約 189 万人、3 番目が「娯楽・
ホスピタリティ」で同期間に約 94 万人の雇用の増加
が予想されている（第Ⅰ-2-1-3-18 表）。これらの産
業の多くの職種は前述の「非定型業務」に相当し、今
後も増加トレンドが続くことが予想される。
　さらに、職種別の見通しを見てみると、2014 年から
2024 年までの 10 年間で雇用の増加人数が多いと予想
されている職種は、1 位：介護スタッフ、2 位：看護師、
3 位：在宅医療スタッフと医療関係の職種が上位に並
ぶ。また、上位 10 職種のうち、学歴不問の職種が 6 職
種（予想増加人数は 177 万人）、何らかの高等教育が
求められるのは 3 職種（同 85 万人）、そのうち大学卒
業の学歴が必要とされるのは 2 職種（同 59 万人）となっ
ており、高等教育を必要とする職種よりも学歴を不問
とする職種が多いことが分かる（第Ⅰ- 2-1-3-19 表）。
　他方で、2014 年から 2024 年までの 10 年間で雇用
の増加率が高いと予想されている職種を見ると、こち
らも医療関係の職種が多く並ぶが、上位 10 職種のう
ち、学歴不問の職種は 1 職種（35 万人）、何らかの高
等教育が求められるのは 7 職種（18 万人）、そのうち

第Ⅰ-2-1-3-16 図　
五大湖地域の製造業の実質GDPと割合

資料：�米国商務省から経済産業省作成。
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備考：�求人数は速報値。
資料：�米国労働省から経済産業省作成。

0

1,400

1,200

1,000

800

600

400

200

0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

（千人） （求人数 / 失業者数）

そ
の
他
サ
ー
ビ
ス

娯
楽
・
ホ
ス
ピ
タ
リ
テ
ィ

教
育
・
健
康

専
門
・
業
務
サ
ー
ビ
ス

金
融

情
報

輸
送
・
公
益

卸
売
・
小
売

製
造

建
設

鉱
業

求人数
求人数 / 失業者数（右軸）

16
147147

364364 705705
182182

86 416416

1,1521,152

1,2191,219

633633 232232

0.31
0.17

0.58 0.610.61 0.59 0.63

1.30 1.211.21

1.961.96

0.580.58

0.88

第Ⅰ-2-1-3-15 図　
五大湖地域の業種別就業者数の変化

資料：�米国商務省から経済産業省作成。
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�
45	 失業者とは 4 週間以内に求職活動を行った人であることから、ここでは失業前と同業種内での職探しを行っていると仮定する。
46	 U.S. Department of Labor “Employment Projections―2014-24”、2015 年 12 月 8 日、U.S. Department of Labor Web サイト
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大学卒業以上の学歴が必要とされるのは 3 職種（13
万人）となっており、高等教育を必要とする職種が多
い（第Ⅰ-2-1-3-20 表）。
　また、雇用の見通しを教育水準別に見てみると、
2014 年から 2024 年の間に、博士、修士、学士取得者
の雇用増加率はそれぞれ 12％、14％、8％と予想され
ているのに対し、高校未満、高校卒業程度の人々の雇
用増加率はそれぞれ 7％、4％とされており、高等教
育を受けた人々の伸びが高い（第Ⅰ-2-1-3-21 表）。
現時点では高校卒業以下の学歴があれば就ける職種が
6 割以上を占めているが、高等教育を必要とする職種
は伸び率が高いため、向こう 10 年間の増加人数の 5
割程度は何らかの高等教育を必要とすると予想されて
いる。また、高校卒業程度の人と学位取得者では賃金
水準が 2 倍近く異なるなど、教育水準によって賃金水
準が大きく異なるため、このような傾向が今後も続け
ば、高等教育を受けようとする人々が今後も増加して
いくことが予想される。

第Ⅰ-2-1-3-18 表　米国の 2024 年の雇用構成見通し

構成割合（％） 変化（万人）
（2014-2024）2004 2014 2024

財生産部門（農林水産業を除く） 15.1 12.7 12.0 5.7

鉱業 0.4 0.6 0.6 8.0

建設 4.8 4.1 4.3 79.0

製造 9.9 8.1 7.1 -81.4

サービス部門 76.8 80.1 81.0 926.4

公益 0.4 0.4 0.3 -4.8

卸売 3.9 3.9 3.8 32.5

小売 10.5 10.2 10.1 76.5

輸送・倉庫 2.9 3.1 3.0 13.7

情報 2.2 1.8 1.7 -2.7

金融 5.6 5.3 5.3 50.7

専門・業務サービス 11.4 12.7 13.1 188.9

教育（民間） 1.9 2.3 2.3 33.9

ヘルスケア・社会扶助 10.0 12.0 13.6 379.5

娯楽・ホスピタリティ 8.7 9.8 9.8 94.1

その他サービス 4.3 4.2 4.2 26.8

政府 15.0 14.5 13.9 37.3

農林水産業 1.5 1.4 1.3 -11.1

非農業部門自営業者 6.6 5.7 5.7 57.9
備考：�赤色着色部は 2004 年から 2024 年にかけて構成割合の上昇が見込ま

れる産業。
資料：米国労働省から経済産業省作成。

第Ⅰ-2-1-3-19 表　
米国で雇用の増加人数が多いと予想される 10 職種
（2014-2024 年）

2014 年～2024 年
の変化 年賃金

（2015 年、
中央値、ドル）

必要となる
教育水準人数

（万人）
変化率
（％）

1 介護スタッフ
Personal�care�aides 45.8 25.9 20,980 学歴

不問

2 看護師 43.9 16.0 67,490 大学
卒業

3 在宅医療スタッフ
Home�health�aides 34.8 38.1 21,920 学歴

不問

4 食品調理・接客
（ファストフードを含む） 34.4 10.9 18,910 学歴

不問

5 小売販売員 31.4 6.8 21,780 学歴
不問

6 看護助手 26.2 17.6 25,710 専門学
校等

7 顧客サービス担当者 25.3 9.8 31,720 高校卒
業程度

8 料理人 15.9 14.3 23,100 学歴
不問

9
運用マネージャー
General�and�operations�
managers�

15.1 7.1 97,730 大学
卒業

10 建設作業員 14.7 12.7 31,910 学歴
不問

資料：米国労働省から経済産業省作成。

第Ⅰ-2-1-3-20 表　
米国で雇用の増加率が高いと予想される 10 職種
（2014-2024 年）

2014 年～2024 年
の変化 年賃金

（2015 年、
中央値、ドル）

必要となる
教育水準人数

（万人）
変化率
（％）

1 風力タービンサービス
技術者 0.5 108.0 48,800 大学学科履修

（学位なし）

2
作業療法助手
Occupational� therapy�
assistants

1.4 42.7 56,950 短大
卒業

3
理学療法助手
Physical� therapist�assis-
tants

3.2 40.6 54,410 短大
卒業

4 理学療法エイド
Physical�therapist�aides 2.0 39.0 24,650 高校卒

業程度

5 在宅医療スタッフ
Home�health�aides 34.8 38.1 21,380 学歴

不問

6 ダイバー 0.2 36.9 45,890 専門学
校等

7 ナース・プラクティショナー
Nurse�Practithoners 4.5 35.2 95,350 修士

8 理学療法士
Physical�therapists 7.2 34.0 82,390 博士、専門職

学位

9 統計学者 1.0 33.8 79,990 修士

10 救急隊員（救急救命士
を除く） 0.7 33.0 24,080 高校卒

業程度
資料：米国労働省から経済産業省作成。
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　前項で見てきたとおり、米国は 7 年以上にわたる景
気回復期にあり、労働市場は力強く推移し、経済活動
は緩やかに拡大している。こうした状況の下、新政権
によって打ち出された様々な政策が今後どのように具
体化されていくのか、またそれらが内外に及ぼす影響
が注目されている。新政権が打ち出すインフラ投資、
税制改正等の財政政策は経済成長を押し上げる可能性
がある一方で、今後明らかになる具体的な内容次第で
は経済の下振れ要因となるリスクもある。また、金融
政策においては FF 金利の引上げ、バランスシート縮
小などが見込まれているが、これらの動きが為替、株
価、内外景気等に影響を与える可能性もある。近年弱
めの動きが続いていた企業の設備投資の動向にも注目
が集まる。
　以下では、2017 年 1 月に始まったトランプ新政権
がこれまでに打ち出している政策について概観する。
次に、米国経済・社会の長期的課題と考えられる労働
参加率の低下及び高等教育の費用に関する問題につい
て整理する。

（1）トランプ大統領の経済・通商政策動向
　新政権は米国民の利益の保護を強く打ち出してお
り、通商政策については、多国間ではなく二国間での
交渉を目指している。また、経済関連では税制改正や
老朽化したインフラの近代化を含む大規模なインフラ
投資を行う意向を示しており、注目が集まる。
　まず、選挙期間中には、「米国人有権者との契約」

として就任後 100 日間の行動計画が発表された。ここ
では、「ワシントンの汚職と特別な利害関係を一掃す
る措置」、「米国の労働者を保護するための行動」、「安
全と法の支配を回復させるための行動」、「100 日以内
に法制化を目指す措置」の 4 項目の下で各種政策が表
明されており、経済・通商関連では、NAFTA の再
交渉や TPP からの離脱といった通商政策の見直し、
法人税の引下げを含む税制改正などが挙げられている
（第Ⅰ-2-1-4-1 表）。
　就任後の 2017 年 3 月には、2018 会計年度の予算案
の編成方針を示す予算教書の原案 47 が議会に対して
提出されたほか、通商代表部から「2017 年通商政策
課題」が公表され、通商政策の骨子が示された。「米
国第一：米国を再び偉大にするための予算の青写真」
との表題が付けられた予算教書では、国防費や教育関
係費といった裁量的支出についての予算案が示され、
国防費の上限を 540 億ドル（10％）増額させる一方で、
非国防費の上限を同額減額させる案が提示された。省
庁別に見ると、国防省（前年比 10％増）、国土安全保
障省（6.8％増）等が大幅に増額となり、安全保障分
野の重視が明確になった。他方、国務省（28.7％減）、
環境保護庁（31.4％減）等多くの省庁の予算が減額と
なった（第Ⅰ-2-1-4-2 図）。
　また、「2017 年通商政策課題」では、貿易政策の最
重要目標は「全ての米国民にとってより自由でより公
正な形で貿易を拡大すること」とされており、米国の
経済成長及び雇用創出を促進し、貿易相手との相互主

4．今後の米国経済と課題

第Ⅰ-2-1-3-21 表　米国における就職に必要な教育水準と雇用の見通し

2014 2014-2024 年間賃金
（中央値、2016）人数（万人） 構成割合（％） 変化率（％） 増加人数（万人）

合計 15,054 100.0  6.5 979  $37,040

博士   �411   2.7 12.2  50 $103,280

修士   �252   1.7 13.8  35  $67,970

大学  3,185  21.2  8.2 261  $71,530

短大   �346   2.3  8.7  30  $51,050

専門学校等   �909   6.0 11.5 105  $36,650

大学授業履修   �379   2.5  0.5   2  $34,540

高校  5,493  36.5  3.9 214  $37,110

高校未満  4,080  27.1  6.9 282  $22,490
資料：米国労働省から経済産業省作成。

�
47	 予算編成権を持つ連邦議会に対して大統領が示す予算の編成方針。これを受け、議会が予算決議及び関連法案を作成する。
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義を進展させ、製造業基盤と米国を守る能力を強化し、
農業とサービス産業の輸出を拡大するために行動する
との方針が掲げられている。また、これらの目標を達
成するための優先事項として、①通商政策における米
国の国家主権を守ること、②米国通商法の厳格な執行、
③外国市場開放のためのレバレッジの活用、④新たな、
より良い通商協定の交渉、の 4 点が示された。
　その他、トランプ大統領は、就任演説において「Buy 
American, Hire American」というルールを掲げるな
ど、米国における雇用創出促進の一環として、製造業
及びそれによる雇用創出を重視している。就任から 1
週間後には、製造業の雇用を拡大させるため、ダウ・
ケミカル、フォード・モーター、ゼネラル・エレクトリッ
クなどの企業トップを含む産業界のリーダー28 名から
構成される製造業雇用イニシアティブ（Manufacturing 

Jobs Initiative）が創設された。トランプ大統領は法
人税率の引下げ、規制緩和といった企業を優遇する政
策を打ち出すとともに、米国製造業の国内回帰を企業
に呼びかけており、今後の動向に注目が集まる。

（2）人口動態が労働力に与える影響
　近年、米国では労働参加率 48 の低下が続いており、
景気回復に伴い労働力の確保が課題となりつつあ
る 49。G7 各国の労働参加率の変化を比較してみると、
2000 年以降、米国を除く各国が上昇傾向にあるのに
対し、米国は 1990 年をピークとして緩やかな低下傾
向にあり、2014 年時点では 73.7％となっている 50（第
Ⅰ-2-1-4-3 図）。また、男女別の労働参加率を見ると、
90 年代半ば以降、米国を除く各国では女性の労働参
加率が上昇傾向にあるが、米国では 2000 年をピーク

第Ⅰ-2-1-4-2 図　2018 年度予算教書による主な省庁の予算（2017 年度比）

資料：�米国行政管理予算局「Ameria�First-A�Budget�Blueprint�to�Make�America�Great�Again」から
経済産業省作成。
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第Ⅰ-2-1-4-1 表　トランプ大統領「100 日行動計画」経済関連施策（抜粋）

米国の労働者保護
　�・NAFTA との再交渉、TPP からの離脱
　�・中国の「為替操作国」認定
　�・不公平な貿易不正行為の特定および終結
　�・エネルギー産業の生産規制を撤廃
　�・オバマ政権下で止まっていたエネルギーインフラプロジェクトの許可

法制化を目指す措置
　�・中間層の減税、税区分の簡素化、法人税の引き下げ（年 4％の経済成長、2,500 万人の雇用創出のための計画）
　�・企業の海外移転防止のための関税設定
　�・10 年間で 1 兆ドルのインフラ投資

�
48	 刑務所、介護施設、軍隊などにいる人を除いた 16 歳以上の人口に占める労働力人口（働く意思のある人、すなわち就業者と失業者の合計）

の割合。
49	 例えば、地区連邦準備銀行経済報告（2017 年 4 月）は、足下で労働市場が逼迫しており、大半の地域で高技能者、低技能者ともに労働力

の確保が困難になっていることを指摘している（Federal Reserve District （2017））。
50	 当数値は OECD の民間人労働参加率（15 歳～64 歳人口に対する民間人労働力の割合）による。米国労働省による労働参加率は 16 歳以上

の人口を対象としており、2014 年の労働参加率は 62.9％。
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として徐々に低下が見られる。男性の労働参加率は米
国以外でも低下が見られる国があるが、米国では
1990 年をピークとして徐々に低下しており、特に
2008 年頃から急激な低下が見られる（第Ⅰ-2-1-4-4
図）。
　また、性別及び年齢層別の労働参加率 51 を見ると、
16 歳～24 歳の若年層は、男性は一貫して低下傾向に
あり、特に 2000 年頃からの低下幅が大きい。女性は
2000 年頃まではほぼ横ばいだったが、男性と同様、
2000 年頃から低下傾向となっている。プライム・エ
イジと呼ばれる 25～54 歳のグループは、男性は緩や

かに低下を続ける一方、女性は 2000 年頃まで上昇を
見せていたが、それ以降は男性と同じく緩やかに低下
している。55 歳以上のグループは、男女ともに 90 年
代半ばから徐々に上昇していたが、2010 年頃からは
ほぼ横ばいとなっている（第Ⅰ-2-1-4-5 図）。
　このような労働参加率の低下については構造的な要
因が大きいと考えられ、全体としては人口の高齢化が
大きな要因であるといわれている。米国は移民を多く
受け入れていることに加え、出生率も比較的高いため
人口が増加し続けており、高齢化の問題を抱える印象
は少ないが、他の先進国と同様に米国社会でも徐々に
人口の高齢化が進んでおり、2030 年までに国民の 5
人に 1 人が 65 歳以上になると予想されている（第Ⅰ- 
2-1-4-6 図）。高齢者層は相対的に労働参加率が低い
ため、労働力人口に占める割合が増加することによっ
て全体の労働参加率は低下し、米国の労働力の成長は
今後鈍化していくことが予想されている。
　ただし、人口の高齢化だけで全ての要因を説明する
ことはできず、他の年齢層における変化も全体の労働
参加率の低下に影響を及ぼしている。例えば、若年層
（16 歳～24 歳）の労働参加率が低下していることに
ついては、90 年代以降の就学率の上昇、特に女性の
就学率の上昇によって相殺されているとの指摘があ
る 52。また、25 歳から 54 歳までの男性の労働参加率
低下については、労働参加率の低下が高校卒業以下の
学歴を持つ人々に多く見られることから、技術進歩、

第Ⅰ-2-1-4-4 図　G7各国の労働参加率

備考：�軍隊を除く民間人労働参加率（15-64 歳）。フランス、日本は 2013
年まで。

資料：�OECD�Stat. から経済産業省作成。
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第Ⅰ-2-1-4-3 図　G7各国の労働参加率（全体）

備考：�軍隊を除く民間人労働参加率（15-64 歳）。フランス、日本は 2013
年まで。

資料：�OECD�Stat. から経済産業省作成。
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51	 米国労働省による。
52	 Krueger （2016）
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自動化及びグローバル化による低技能者の労働需要の
減少が要因の一つといわれている 53。配偶者の就業、
社会保障の受給などを理由として労働市場からの退出
を選んだ人々は少ないとされており、不本意ながら労
働市場から退出している人々が多くいることが示唆さ
れる。このほか、同じくプライム・エイジの女性の労
働参加率については、米国以外の先進国では産育休や
短時間勤務の制度等を整備したことによって上昇が見
られた可能性があるといわれている 54。
　米国労働省によれば、労働参加率は足下の 62.9％
（2017 年 4 月）から 2024 年には 60.9％へ減少すると
予想されている。世代別に見ると、16 歳～24 歳の労
働参加率は 55％（2014 年）から 49.7％（2024 年）へ
減少する一方で、65 歳以上の労働参加率は 18.6％

（2014 年）から 21.7％（2024 年）へ増加する見通し
となっているが、高齢者層の労働参加率は元の水準が
低いため、全体としては低下が予想される。
　労働参加率の低下による労働力の減少は経済成長に
もマイナスの影響を与えるため 55、労働力の確保は米
国経済における長期的な課題と考えられる。また、労
働力人口から外れる期間が長期にわたることで、労働
市場への再参入がより困難になる可能性もある。労働
する意思はあるものの、不本意に労働市場から退出し
ている人々への対応策が今後求められる。

（3）高額な教育費と拡大する教育ローン
　米国では学歴によって失業率及び賃金水準に大きな
差があり、前述のとおり、今後も教育水準が高いほど
高賃金職種への就職機会が大きくなることが見込まれ
ている。そのような状況の下、1980 年頃から米国の
大学進学率は上昇傾向にあり、現在では 18 歳及び 19
歳の約半数が大学へ進学する（第Ⅰ-2-1-4-7 図）。
　しかしながら、米国の高等教育は授業料が高額であ
り、2016-2017 年度の 4 年制大学における学部学生の
年間授業料等の平均額は公立大学で州内出身者が
9,650 ドル、州外出身者は 24,930 ドル、私立大学で
33,480 ドルとなっている（第Ⅰ-2-1-4-8 表）。授業料
は上昇傾向が続いており、1986～87 年度から 2016～
17 年度までの 30 年間で、私立大学で 2.3 倍、公立大
学（州内出身者）で 3.1 倍の上昇がみられる（第Ⅰ-2-
1-4-9 図）。そのため、多くの学生が教育ローンを利

第Ⅰ-2-1-4-5 図　米国の年齢別労働参加率（1980～2016 年）

備考：�各年の年平均。
資料：�米国労働省から経済産業省作成。

20

100

90

80

70

60

50

40

30

（％）

20
16

20
14

20
12

20
10

20
08

20
06

20
04

20
02

20
00

19
98

19
96

19
94

19
92

19
90

19
88

19
86

19
84

19
82

19
80

（男性）

88.5

69.2

56.5

46.2

全体 16―24 歳 25―54 歳 55 歳以上

備考：�各年の年平均。
資料：�米国労働省から経済産業省作成。

20

100

90

80

70

60

50

40

30

（％）

20
16

20
14

20
12

20
10

20
08

20
06

20
04

20
02

20
00

19
98

19
96

19
94

19
92

19
90

19
88

19
86

19
84

19
82

19
80

（女性）

74.3

53.8
56.8

34.7

全体 16―24 歳 25―54 歳 55 歳以上

第Ⅰ-2-1-4-6 図　米国の人口構成の見通し

資料：�米国商務省から経済産業省作成。
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�
53	 Council of Economic Advisers （2016）
54	 Blau and Kahn （2013）
55	 労働参加率の緩やかな低下に伴い、米国では 2024 年までの実質 GDP 成長率は年率 2.2％にとどまると予想されている。
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用しており、卒業後の膨大な債務負担が社会的な問題
となっている。
　米国では奨学金制度等が整備されており、実際に学
生が負担しなければならない正味価格は上記の定価
（published price）よりもかなり低額になるといわれ
ているが 56、全ての学生が奨学金によって十分な費用
を賄うことができるわけではなく、教育ローンを利用
する学生も多い。FRB によれば、大学の学士学位取
得者の約半数が何らかのローンを組んだことがあり、
18～29 歳の 66％、30～44 歳の 56％が教育ローンを利
用している、又は利用したことがあるなど、年齢層が
下がるにつれて債務を抱える人の割合は上がってきて
いる 57。
　家計が抱えるローンのうち、教育ローンの債務残高
は世界経済危機の間も唯一増加を続け、現在では自動
車ローン及びクレジットローンによる債務残高を上回
り、住宅ローンに次ぐ規模となっている。債務残高は
全ての年齢層において拡大傾向にあり、国全体の残高
は 2005 年～2015 年の 10 年間で 3 倍以上に増加し、

2015 年時点で 1 兆 2307 億ドルに上った（第Ⅰ-2-1-
4-10 図）。これは、教育ローンの利用者数及び一人あ
たりローン残高の両方が上昇しているためで、2005
年以降、それぞれ年に約 6％のペースで増加が続いて
おり、2015 年時点の利用者数は 4420 万人、一人あた
りローン残高は 27,870 ドルとなっている（第Ⅰ-2-1-
4-11 図）。
　高等教育を受けることは所得の向上につながる可能
性が高いため、格差の固定化を防ぐという意味からも
教育機会が広く提供されることは重要である。高等教
育を受けようとする人々にとって教育ローンは非常に
重要な役割を果たしてきているが、卒業後の高額な
ローンの返済が若年層にとって過度な負担となってい
る場合もある。また、これらの返済負担は個人支出を

第Ⅰ-2-1-4-8 表　
米国の大学の年間費用（平均、2016-2017 年度）

（単位：ドル）

授業料等 寮費、食費 合計
公立 4 年生
（州内出身者） 9,650 10,440 20,090

公立 4 年生
（州外出身者） 24,930 10,440 35,370

私立 4 年生 33,480 11,890 45,370
資料：The�College�Board から経済産業省作成。

第Ⅰ-2-1-4-9 図　
米国の大学の年間授業料（平均）の推移

備考：�実質値。
資料：�The�College�Board�「Trends�in�College�Pricing�2016」から経済産業省

作成。
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第Ⅰ-2-1-4-10 図　
米国の教育ローン残高（年齢層別）

資料：�ニューヨーク連邦準備銀行から経済産業省作成。
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第Ⅰ-2-1-4-7 図　
米国の 18 歳及び 19 歳の就学状況（1967 年～2014 年）

資料：�米国商務省から経済産業省作成。
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56	 寺倉（2015）
57	 FRB （2016）
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圧迫するため、米国経済に対して悪影響を及ぼす可能
性があるともいわれている。例えば、高額の債務を抱
えていたり、返済延滞又は債務不履行 58 の状態に陥っ
ていたりする場合は、住宅ローンの借入れが難しくな
るため、住宅市場に悪影響を及ぼす可能性がある。配
偶者又はパートナーと同居している若年層及び親と同
居している若年層の割合の推移を見てみると、1990
年以降、前者が徐々に減少しているのに対し、後者は
増加傾向にあることが分かる（第Ⅰ-2-1-4-12 図）。

これには教育ローンの存在以外にも文化、環境など
様々な要因が考えられるが、教育ローンの返済負担も
一つの背景となっている可能性がある。
　トランプ大統領は、前述した就任後 100 日間の行動
計画において教育関連の法改正についても触れてお
り 59、2 年制及び 4 年制大学を手の届く価格とするこ
とを目指している。このような問題の解決には時間が
かかると思われるが、今後どのような政策がとられて
いくのか注目される。

第Ⅰ-2-1-4-11 図　
米国の教育ローン利用者数及び一人あたりローン残高

資料：�ニューヨーク連邦準備銀行から経済産業省作成。
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資料：�米国商務省から経済産業省作成。
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�
58	 教育ローンは返済を 270 日以上延滞すると債務不履行（デフォルト）と見なされる。
59	 School Choice and Education Opportunity Act （学校選択と教育機会法）の法整備を目指すとしている。
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